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１．国土交通省の主な役割

東日本大震災の発生 インフラ老朽化 人口減少 少子高齢化 グロ バルな競争の進展 地球温東日本大震災の発生、インフラ老朽化、人口減少・少子高齢化、グローバルな競争の進展、地球温
暖化といった社会経済情勢の変化に的確に対応し、安全・安心で豊かな経済社会を実現するため、
以下の政策分野について責任を持って取り組む。

１．東日本大震災からの復興加速 ２．国民の安全・安心の確保

(1) 防災・減災対策の強化
(2) 社会資本の戦略的な維持管理 更新(2) 社会資本の戦略的な維持管理・更新
(3) 公共交通の安全・安心の確保
(4) 日常生活における安全・安心対策の

強化

３．国際競争力の強化と地域の活性化

(1) 国際競争力強化のための基盤・環境

４．豊かな暮らしの実現

強化( ) 国際競争力強化のための基盤 環境
整備

(2) 観光立国の推進
(3) 総合的な交通体系の整備・総合的な

(1) 誰もが暮らしやすい生活環境の実現
(2) 公共交通の活性化

物流施策の推進
(4) インフラ（ハード・ソフト）の海外展開
(5) 住宅・不動産市場の活性化

６．我が国の主権と領土・領海の堅守

(1) 領海警備体制の強化

(6) 地域の活力の強化

１

(2) 海洋資源開発と産業化の推進５．エネルギー・環境問題への対応



２．組織・定員等

（１）組織・定員概要（１）組織 定員概要

国 土 交 通 省 内 部 部 局 (4,480人)

(59 177人)
審 議 会 等

施 設 等 機 関 (766人)

(3人)

地 方 整 備 局

(59,177人)

(20,197人)

特 別 の 機 関 (794人)

地 方 運 輸 局

北 海 道 開 発 局

地 方 支 分 部 局

(4,946人)

(4,139人)

航 空 交 通 管 制 部

地 方 航 空 局
(34,739人)

(4,259人)

(1,198人)航 空 交 通 管 制 部

観 光 庁

気 象 庁外 局 (5 289人)

(1,198人)

(102人)

気 象 庁

運 輸 安 全 委 員 会

外 局

(18,383人)

(5,289人)

(184人)

２

※人数は平成25年度末定員
海 上 保 安 庁 (12,808人)



３



（２）職種（俸給表）別内訳

４

※税務職及び福祉職俸給表を除く、多様な俸給表が適用されている。



（３）地方支分部局

①地方整備局
管轄区域における国土交通省が所掌する公共事業の実施及び助成、地方計画に関する調査及び調

整、施設の管理、災害の予防及び復旧その他の国土の整備及び管理に関する事務

① 方 備局

北海道開発局
＜官署の状況＞

○本局 ８官署
○事務所 ２７６官署

□：本局庁舎（港湾空港関係）
○：本局庁舎

○事務所 ２７６官署
○出張所 ６３４官署
計 ９１８官署

東北地方整備局

北陸地方整備局
仙台市

新潟市

関東地方整備局

中国地方整備局
神戸市

名古屋市

横浜市

さいたま市

中部地方整備局

近畿地方整備局

四国地方整備局

福岡市

広島市

高松市

大阪市

名古屋市

５

沖縄総合事務局九州地方整備局

国 方整備局



北海道の区域における国土交通省が所掌する公共事業の実施及び助成、地方計画に関する調査及び
調整 施設の管理 災害の予防及び復旧その他の国土の整備及び管理に関する事務並びに北海道の区

②北海道開発局

調整、施設の管理、災害の予防及び復旧その他の国土の整備及び管理に関する事務並びに北海道の区
域における農林水産省が所掌する公共事業の実施及び助成に関する事務

＜官署の状況＞
○本局 １官署
○開発建設部 １０官署
○事務所・事業所等 ８９官署○事務所・事業所等 ８９官署
計 １００官署

６



管轄区域における交通計画、貨物流通、観光、鉄軌道・自動車交通・海事に関する施設の整備・事
業 安全確保に関する事務

③地方運輸局

業・安全確保に関する事務

札幌市

北海道運輸局

＜官署の状況＞
○本局 １０官署
○支局 ５１官署

東北運輸局

○支局 ５１官署
○事務所 ５５官署
計 １１６官署

新潟市 仙台市

関東運輸局

北陸信越運輸局

中部運輸局

中国運輸局

広島市 大阪市

名古屋市

横浜市
神戸運輸監理部

神戸市

沖縄総合事務局

近畿運輸局

九州運輸局

四国運輸局

福岡市

高松市

７

沖縄総合事務局九州運輸局



管轄区域における航空運送事業、航空機の安全の確保、航空機騒音対策、航空従事者の教育・養成、
飛行場の設置 管理 環境対策に関する事務

④地方航空局、航空交通管制部

飛行場の設置・管理・環境対策に関する事務
管轄区域における航空交通管制、飛行計画に関すること

丘珠

稚内

旭川

紋別

中標津

女満別
記号 組 織 総数

地方航空局 ２
札幌

旭川

新千歳

函館

帯広
釧路

三沢
青森

空港事務所 ３１

空港出張所 ２６

空港・航空路監視レーダー事務所 ４

航空路監視レーダー事務所 ５

航空衛星センター ２

常陸太田花巻

新潟

山形
石巻

仙台

庄内

秋田

仙台仙台
富山

能登鳥取

航空衛 タ

航空交通管制部 ４

東京
大阪航空局

東京航空局

百里

松本

福島
小松

能登

大阪

神戸

鳥取

美保
平田

岡山

山口宇部

広島

北九州

成田
東京

対馬

出雲

福岡

東京

静岡

岩国

大島
中部

八尾
関西

徳島

高知

土佐清水

高松
松山

宮崎

北九州

熊本

長崎

鹿児島

福江

佐賀

名瀬

奄美

那覇

福岡 静岡

８

下地島南紀白浜

高松

大分

宮崎

種子島 石垣
宮古

那覇



３．人事管理の現状

（１）採用 ① 全国採用 ： 本省、航空官署

② ブロック採用 ： 地方整備局、北海道開発局、地方運輸局② ブロック採用 ： 地方整備局、北海道開発局、地方運輸局

（２）人事異動 「全国」又は「広域ブロック内」の配転（２）人事異動 全国」又は 広域ブロック内」の配転

・２年～３年サイクルで異動

・山間僻地 離島などにも専門的職員を配置山間僻地、離島などにも専門的職員を配置
（ダム、空港、気象台、海上保安官署等）

広域異動 単身赴任 遠距離通勤 マイカー通勤となるケース多数広域異動、単身赴任、遠距離通勤、マイカー通勤となるケース多数

（３）キャリアパス【地方整備局の例】（３）キャリアパス【地方整備局の例】

９



（４）退職管理 定年退職を基本とした退職管理としている

（５）人事管理上の課題（５）人事管理上の課題

雇用と年金の接続：閣議決定方針に沿い、適切に再任用を実施する

年齢構成の適正化：必要な新規採用数を確保するなど、年齢構成の適正
化を通じて組織活力の維持を図る

優秀な人材の確保：人事異動の実態や業務の特殊性なども勘案した適正
な給与水準の確保が必要

※ 業務の特殊性 危険・困難を伴う業務や高度な専門性を有する業務が多く
交替制などの変則的な勤務形態を伴う業務も多い交替制などの変則的な勤務形態を伴う業務も多

＜現場業務＞ 地方整備局の防災対応業務、航空官署の航空管制業務、
気象業務、海上保安業務

１０

＜交替制勤務＞ 航空管制業務、気象業務 等々



４．主な取組

（１）災害対応
• 地方整備局は、国民の安全・安心を確保するため、一級

河川や国道等の管理を日夜実施。

• 通行不能等の災害発生時には災害対策本部を立ち上げ

災害対策本部

るとともに、巡視、通行規制、施設操作や応急復旧等
を、２４時間体制かつ休日を問わず、全職員で対応。

• 専門知識を有する職員を『緊急災害対策派遣隊（ TEC-
FORCE）』として被災地へ派遣し また災害対策用資機

災害対策本部災害対策本部

FORCE）』として被災地へ派遣し、また災害対策用資機
材の広域運用を行い、地方自治体を支援。

東日本大震災における対応

市町村長の片腕となる
職員（リエゾン）を派遣

• 国土交通大臣の指示の下、地震直後からTEC-
FORCEの派遣や災害対策用資機材の広域運用を開
始。震災翌日には400名を派遣。

（出動人数（延べ人数）延べ18,115人日）

• 最大500名を超える体制
で、迅速な被災状況の把

北海道

823人日

5% 東北

九州

1,085人日

6%

研究機関・

本省等

1,227人日,
7%

衛星通信車による
通信回線の確保

握、途絶した通信機能の
確保、排水ポンプ車によ
る湛水の排除、市町村施
設の復旧のための調査

2,704人日

15%

関東

2,916人日

16%近畿

中国

1,152人日

6%

四国

1,438人日

8%

6%

出動人数
（延べ人数）

延べ
１８，１１５人日

道路被災状況の調査

設の復旧のための調査
等を実施。

１１

16%

北陸

2,414人日

13%

中部

2,629人日

15%

近畿

1,727人日

10%



（２）社会資本の戦略的な維持管理・更新
高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、港湾等について今後２０年で建設後５０年以上経過する
施設の割合が加速度的に増加

≪建設後５０年以上経過する社会資本の割合≫

Ｈ２４年３月 Ｈ３４年３月 Ｈ４４年３月

道路橋 10 000

12,000 

14,000 
建設年度別施設数（道路橋）（橋）

施設の割合が加速度的に増加

香川・徳島県境

社会資本の老朽化による被害の例

道路橋
［約４０万橋※（橋長２m以上）］

約１６％ 約４０％ 約６５％

トンネル ［約１万本※］ 約１８％ 約３０％ 約４５％

河川管理施設（水門等） 約２４％ 約４０％ 約６２％ 2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 
無名橋（鋼２径間単純トラス橋）

の落橋（２００７年）

下水道管きょ
［総延長：約４４万km］

約２％ 約７％ 約２３％

港湾岸壁
［約５千施設※（水深－４．５ｍ以深）］

約７％ 約２９％ 約５６％

0 

高速道路会社 国 都道府県 政令市 市区町村

（年度）

※2011～2012年度はデータ未集計
※この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約30万橋ある

※建設年度不明施設は除く

※この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約30万橋ある

国民の命を守るため、以下の事項を一体的に実施し、戦略的な維持管理・更新が必要

○総点検の実施
○基準・マニュアル等の改善、運用

○施設状況等のデータ整備

【課 題】 【方 向 性】

○情報の共有化や利活用

○非構造部材、地盤も含め社会資本の安全性の総点検の実施・老朽化対策の実施
○基準・マニュアル等の改善、見直し

○維持管理情報の把握 ○情報の充実、蓄積○施設状況等のデ タ整備
○維持管理・更新費の推計

○維持管理・更新の新技術導入

○予算 体制 法令等

○情報の共有化や利活用

○点検技術の見直し

○維持管理情報の把握 ○情報の充実、蓄積

○新技術の導入、普及と共有化
○ＩＴの活用等、インフラ維持管理のイノベーションの推進

○予算の確保 体制の充実 法令等の整備・見直し

○維持管理・更新費の推計（各施設の状況等を的確に反映）

長寿命化計画等を
核とした戦略的な
維持管理・更新の
発展・継続

○長寿命化計画等の策定

○予算、体制、法令等 ○予算の確保、体制の充実、法令等の整備 見直し

○長寿命化計画
の策定

○長寿命化対策
の実施

（例） ・道路橋 【７６％（Ｈ２３）→１００％（Ｈ２８）】

・下水道 【５１％（Ｈ２３）→１００％（Ｈ２８）】
・河 川 【 ３％（Ｈ２３）→１００％（Ｈ２８）】

１２



陸 海 空 お る 便性 高 共交通ネ ク 構築 生活交通

（３）公共交通体系の整備

陸・海・空における利便性の高い公共交通ネットワークの構築や生活交通の
維持・確保等を図るための交通政策を展開。

・国際競争⼒の強化に必要な施策（⾸都圏空港や国際戦略港湾等の機能強化・アクセス改善等）国際競争⼒の強化に必要な施策（⾸都圏空港や国際戦略港湾等の機能強化 アクセス改善等）
・地域の活⼒の向上に必要な施策（幹線道路、新幹線等）
・⽣活交通確保やバリアフリー化（買物･通学⼿段の確保、離島航(空)路等）
・交通の利便性向上、円滑化及び効率化（混雑緩和、乗り継ぎの円滑化等）

境負 低減 施策（低 ⾞ ブ ）・環境負荷の低減に必要な施策（低公害⾞、エコドライブ等）
・総合的な交通体系整備（ネットワークの拡充、モード横断的な施策の展開等）
・まちづくりや観光⽴国の観点からの施策の促進（コンパクトシティ、観光旅客の往来の促進等）等

（生活交通の確保）（整備新幹線）（首都圏空港・関空機能強化）

（次世代交通システムの促進）（離島航路の維持・改善）
１３

国際コンテナ戦略港湾（京浜港）



○ 今後、人口減少・少子高齢化が見込まれる中、急速に成長するアジアを始めとする世界の観光需要を取り

（４）観光立国の実現
○ 今後、人 減少 少子高齢化 見込まれる中、急速 成長するアジアを始 する世界 観光需要を取り

込むことにより、地域経済の活性化、雇用機会の増大等につなげていく。
○ 2013年は、ビジット・ジャパン・キャンペーン10周年を迎える節目の年であり、訪日外国人旅行者数1000万人

の達成に向け、関係省庁が一丸となって観光立国を推進する。さらに、将来的に2000万人の高みを目指す。

１．日本ブランドの作り上げと発信
○ オールジャパン体制による連携の強化・拡大

観光立国実現に向けたアクション・プログラム訪日外国人旅行者数の推移
2013年
1000万人

800

1000 （万人）
過去最高

○ クールジャパンと一体となった日本ブランドの発信
○ 新たな視点に立った訪日プロモーションの実施

２．ビザ要件の緩和等による訪日旅行の促進
521.2

613.8 672.8 733.4
834.7

835.1
679.0

861.1

621.9

836.8

92.3

400

600

1~4月
合計280.3

1~4月
合計

4月18.1%増

1～4月合計
過去最高の
317.8万人

前年同期比
18.0％増

VJ開始

○ ビザ要件の緩和
○ 利用しやすい宿泊施設や交通機関の周知
○ クルーズの振興
○ 航空ネットワークの更なる充実

注) 2013年1月の値は暫定値、2013年2～4月の値は推計値、％は対前年(2012年)同月比

最近の観光施策の取組

66.9
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1月 2.4%減

2月33.1%増

3月26.3%増

３．外国人旅行者の受入の改善

○ 出入国手続の改善
○ 移動しやすい環境の整備
○ 滞在しやすい環境の整備

最近の観光施策の取組

国土交通省 観光立国推進

○ 観光立国をテーマとした各会議において、オール国土交通省、
そして政府横断的に観光を推進。

テレビCM（イメージ） 機内映像

＜映像プロモーション＞

○ 滞在しやす 環境 整備
○ 魅力ある観光地域づくり

４．国際会議等（MICE）の誘致や投資の促進

○ 国を挙げた一体的なＭＩＣE誘致体制の構築
○ 都市 受入環境 整備

国土交通省
観光立国推進本部

航空局
鉄道局
港湾局 等

観光立国推進
閣僚会議

外務省
法務省
経済産業省 等

連携
働きかけ

連携
働きかけ

○ 都市のMICE受入環境の整備

地域経済の活性化・雇用機会の増大等

港湾局 等

オール国土交通省による取組強化

経済産業省 等
関係行政機関との緊密な連携
効果的かつ総合的な施策の推進

政府一体となった取組の推進 １４



（５）治安対策

・ 海上保安官は、領海警備、原発等のテロ対策、密輸
・密航・密漁の取締りをはじめとする治安対策、さらに

（５）治安対策

密航 密漁 取締りをはじめ する治安対策、さら
は広大な海域での海難救助などの業務について、24
時間365日昼夜を問わず、任務を遂行している。

平成24年9月の尖閣三島の取得 保有以降 同周辺

中国公船「海監46」を監視警戒する巡視船「よなくに」

・ 平成24年9月の尖閣三島の取得・保有以降、同周辺
海域では、 中国公船等による領海侵犯が常態化して
おり、 海上保安庁では全国からの応援体制の下、巡
視船 ・ 航空機による警戒監視を強化し、我が国の主視船 航 機 警戒 視を強 、我 国
権の確保に取り組んでいる。

・ 現場第一線の海上保安官は 、 違法操業を行う外国
漁船からの妨害 工作船からの抵抗 荒天下での救漁船からの妨害、 工作船からの抵抗、 荒天下での救
助活動などによって負傷することもあり、常に危険と隣
り合わせの任務となっている。

荒天下における海難船舶からの吊り上げ救助活動

H22年 H23年 H24年

●海上犯罪送致件数の推移 （単位：件）

H22年 H23年 H24年

●海難船舶の乗船者の救助状況の推移 （単位：人）

送致件数 8,089 7,356 7,448 海上保安庁救助 1,649 1,343 2,211
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